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「瀬戸市国際未来教育特区」構造改革特別区域計画 

計  画  概  要 

令和２年３月 

瀬 戸 市 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 瀬戸市は、尾張地域の北東部に位置する行政区域 111.40ｋ㎡の

都市です。名古屋市の中心部から約 20ｋｍ圏にあり、名鉄瀬戸線

を経由して約３０分で名古屋市･栄地区と、愛知環状鉄道･ＪＲ中央

線を経由して約４０分で名古屋駅地区と、それぞれ直結しています。 

 また、東海環状自動車道のインターチェンジを２つ有しており、

広域へのアクセスも良く、尾張丘陵地域の一角を形成する自然公園

区域をはじめとする自然環境にも恵まれ、名古屋市や豊田市などへ

の就業者に対して、良好な居住地を提供しています。 

 瀬戸市の「ものづくりのまち」としての歴史的な沿革は、平安時

代にまでさかのぼり、第二次世界大戦後の高度経済成長期 

に至るまで、陶磁器製造業が地域経済を支えてき 

ました。 

 瀬戸市の地域特性と都市課題 

 瀬戸市の人口は、平成 30 年 10 月 1 日現在 12 万 9,656

人であり､平成14年の13万1,452人をピークとして1.4%

減少し､高齢化率も同年16.9%から現在 29.3%と 12.4 ポイ

ントの上昇となっており、これを背景として、地域産業の活性

化、次代を担う人材育成、公有資産マネジメントの推進の３点

の都市課題を抱えています。 

地域特性 都市課題 

瀬戸市の産業構造は、陶磁器産業

が 1980 年代以降の円高基調を

受けた輸出産業の不振から優位

性を失う一方で、そこから派生し

た電気機械製造業や化学工業な

どの分野が成長しており、「もの

づくり都市」としての活性化が就

業者数･居住者数の増加につなが

ると考えられます。 

■地域産業の活性化 

技術革新の著しい現代にあって、

次世代の産業や社会、文化を担う

ことのできる人材を育成･輩出す

ることが、長期的視座から、瀬戸

市の持続可能性には必要不可欠

であると考えられます。 

■次代を担う人材育成 

瀬戸市が保有する公共施設総面

積の約５割を占める学校施設に

ついて、地域住民とのコンセンサ

スを図りながら、有効な利活用を

具現化することは、全国他自治体

にも共有し得る先進的なモデル

提供にもつながることが期待さ

れます。 

■ファシリティマネジメント 

約２０分で中央自動車道に接続 

約４０分で新東名高速道路に接続 

新豊田駅まで約３０分 

名古屋市･栄町駅まで約３０分 

名古屋駅まで約４０分 

成人：20～64歳

被扶養者１人当り成人数

未成年：0～19歳 前期高齢者：65～74歳 後期高齢者：75歳以上

業種別従業者数

業種別製造品出荷額
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公共建築物及びインフラ資産の修繕･更新費用の推計

40年間整備額　２,９５３億円

■ 下水道整備額　　■ 上水道整備額　　■ 橋梁整備額　　■ 道路整備額　　■ 公共施設整備額

RESAS(地域経済分析システム) 

工業統計調査 

瀬戸市人口ビジョン、国勢調査 

瀬戸市公共施設白書 

愛知県 
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瀬戸市では、名古屋鉄道瀬戸線･尾張瀬戸駅周辺にある５小学校･２中学校を統合し、都市

公園を活用して新たな小中一貫校「にじの丘学園」を令和２年４月に開校します。 

 

 

 

 

尾張瀬戸駅周辺エリアは、かつては瀬戸市の中心地でしたが、現在は人口減少が進み、高齢化率も一部では４割を超え

るなど、コミュニティの活性化が急務となっています。 

学校跡地を活用した公共施設の機能集約によって、より利便性の高いコミュニティ拠点を整備するとともに、名古屋鉄

道瀬戸線や愛知環状鉄道、東海環状自動車道による市外とのアクセスの良さなど、地理的な特性を活かしたまちづくり

によって、地域の活性化を図ることが極めて重要です。 

 

 尾張瀬戸駅周辺におけるまちづくりプロジェクトの現状 

■学校跡地活用による地域の活性化 ■公立小中一貫校「にじの丘学園」整備 

新たな小中一貫校「にじの丘学園」の整備･開校によって、瀬戸市の保有する公共施設の

マネジメント推進を図るだけでなく、グローバル人材の育成など９年間を見通した小中一

貫教育のモデル校として、子育て世代の人口誘因につなげるとともに、コミュニティスク

ールとしての機能を充実させ、“地域とともに歩む学校”として、地域の活性化をも担っ

ていくことが期待されています。 

現在、瀬戸市では各小学校区において地区協議会を開催し、学校跡地の将来活用に向けた議論を進めています。 

本山中学校跡地については、その敷地が民間団体からの借地であることを活かして、機動的な検討を進め、公募型プロ

ポーザル方式によって活用事業者の募集を行いました。 

 

道泉小学校 

深川小学校 

古瀬戸小学校 

祖母懐小学校 

東明小学校 

本山中学校 

祖東中学校 

都市公園 

尾張瀬戸駅 

公共施設マネジメントの推進 

次代を担う人材育成 
子育て世代の人口誘因 

地域の活性化 

既存の公共施設の機能集約 

New!! 

New!! 
市民サービスの質の向上や、 

都市の可能性を拡げる新たな機能の誘致 

既存の公共施設 

既存の公共施設 

既存の公共施設 

小中一貫校整備 
に伴う学校跡地 

本山中学校跡地活用公募型プロポーザル 募集から事業実施までの流れ 
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 瀬戸市立本山中学校は、地域のコミュニティにとって重要な拠点の一つであり、地域住民からは、閉

校後においても、コミュニティの中核的な拠点として校舎等の施設が活用されることに対して、大きな

期待が寄せられています。 

 構造改革特別区域「瀬戸市教育特区」計画では、そのような背景を踏まえ、LCA国際学園グループ(仮

称)せと LCA 学園によって、本山中学校跡地がこれまでと同様、学校（≒教育の場）として活用される

とともに、運動場や体育館の地域活動などへの開放等の協力、災害時における避難拠点等の提供など、

様々な政策分野において、地域住民への優れた貢献が企図されています。 

 また、LCA 国際学園グループ(仮称)せと LCA 学園の児童･生徒が、登下校時に地域と交流すること

や、プロジェクト型学習のフィールドとして地域で活動することによって、周辺地域に活発な多世代交

流が生まれることが期待されているほか、学園で教務･校務に従事する様々な外国籍教職員と 

地域との多様な交流が生まれることによって、グローバル化が進む現代において、瀬戸 

市の地域社会の可能性が高まることにもつながるものと考えられます。 

 

 LCA 国際学園グループ(仮称)せと LCA 学園は、平成 19 年に相模原市で開校した LCA 国際学園の

姉妹校であり、英語イマージョン教育による卒業児童の語学水準の高さや教育行政との連携について、

既に十分な実績があり、瀬戸市においても同様の貢献が期待されています。 

 また、学園では、英語教育にとどまらず、運営企業が教育システムインフラを取り扱っていることの

特色を活かして、ICT 教育の分野においても先進的な教育環境を整備し、優れた教育内容を展開してい

くことが企画されており、実施される教育カリキュラムがモデルとなって、瀬戸市全体の教育水準の向

上につながっていくことにもつながるものと考えられます。 

 さらに、現在、瀬戸市が公立学校で進めている小中一貫教育とも連携し、市立小･中学校職員の“研修

拠点”として機能するような連携も提案されています。 

 三大都市圏でありながら私立小学校が極めて少ない愛知県における実態に 

反して、グローバル化の進展が著しい現代における全国的な傾向として、英語 

教育の充実をはじめとするグローバル人材の育成に対する保護者の関心は極めて 

高いものとなっています。 

 幼稚園入園時点から児童に英語教育を受けさせたいと考える熱心な保護者は増加し 

ており、都市部では、インターナショナル･プリスクールの入園競争も激しくなっていま 

す。特に、首都圏･関西圏においては、英語教育に注力する私立小学校(学校教育法一条校)に 

人気が集まっています。 

 こうした状況を踏まえると、英語イマージョン教育などの先進的な英語教育の展開を企画している

LCA 国際学園グループ(仮称)せと LCA 学園の開校は、児童に英語教育を受けさせたいと考える現代の

保護者層に対して、有効な選択肢を提供することにつながります。 

 また、小学校におけるプログラミング教育の必修化を契機とした ICT教育への関心の高まりについて

も、同様のことが言え、ICTを活用した STEM教育や PBL を展開する学園へのニーズは、今後、ます

ます高まっていくものと考えられます。 

 

           瀬戸市立本山中学校の位置する地区は、名古屋鉄道瀬戸線･尾張瀬戸駅から徒歩 

          ６分の近傍にあり、名古屋市･栄地区とも約３０分で直結することから、LCA 国 

          際学園グループ(仮称)せと LCA 学園に通学する児童･生徒が地域を往来し、また、 

         送迎する保護者とともに購買等の経済活動に寄与することが期待されます。 

        また、学園が計画している教育カリキュラムを子どもに受けさせたいと考える子育て世 

      代は、市域にとどまらず、東海圏･中部圏に及ぶと考えられることから、市内への交流人口 

    の増加が大いに期待されます。 

 さらに、学園からは瀬戸市民への授業料割引が提案されており、子育て世代の人口流入が期待される

だけでなく、未就学児を対象とするプリスクールの展開による女性活躍や就労人口増加にもつながるも

のと考えられます。 

 高い教養を身に着けて学園を卒業した児童･生徒が、将来、優秀な人材となって瀬戸市から羽ばたき、

世界で活躍することは、瀬戸市に新たな産業をもたらすことになるかもしれません。 

 瀬戸市立本山中学校跡地活用提案の概要（構造改革特別区域「瀬戸市国際未来教育特区」計画概要） 

公立学校との連携 

地域の活性化 ―― 未来への投資 

学校跡地活用のモデル提供 

多様な進学先選択肢の提供 

 LCA 国際学園グループ 
(仮称)せと LCA学園 

プリスクール・小学校・中学校 

※「ＬＣＡ国際学園グループ(仮称)せとＬＣＡ学園」の表記は構造改革特別区域認定申請時点のものであり、現在、「LCAグループ 瀬戸ＳＯＬＡＮ小学校」の名称で開校が計画されています。 
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 本市の対応と体制構築 

 LCA 国際学園グループ(仮称)せと LCA 学園による瀬戸市立本山中学校跡地活用の提案を受けて、瀬戸市では、「まちづくり全体との整合性確保」と「利用者(保護者･児童･生徒)の安心の確保」の観点から、次

のような対応を図り、体制を整備していきます。 

 LCA 国際学園グループ(仮称)せと LCA 学園は、株式会社による小学校･中学

校の設置を計画していることについて、事業者からの提案を踏まえて、構造改革

特別区域法に基づいて申請書を提出し、瀬戸市の市域を特別区域とした「瀬戸市

国際未来教育特区」が国から認定されることとなりました。 

 瀬戸市では、今回の提案を、「瀬戸市まち･ひと･しごと創生総合戦略」や「第 6

次瀬戸市総合計画」などに掲げた地域産業の活性化をはじめとする都市の持続可

能性の確保につながる取組みであるととらえています。 

 その上で、今後は、瀬戸市国際未来教育特区学校審議会(案)を設置するなどの

体制を整備し、市が、(仮称)せと LCA 学園の設置認可を行うための事務を進め

ていきます。 

構造改革特区の認可申請・私立学校設置の認可 

国際未来教育特区学校審議会(案)の設置 
 瀬戸市では、国から認定された特別区域計画を適切に実行するため、

国際未来教育特区学校審議会(案)を設置します。この審議会は、私立及

び公立学校関係者２名、小･中学校教育に関する学識経験者２名、会計･

企業経営に関する専門家２名の計６名で組織し、LCA 国際学園グルー

プによる(仮称)せと LCA 学園の設置認可、学則の変更、学校評価など

の学校運営に関することのほか、瀬戸市の事務局体制などの審議を行

い、適切な学校運営の確保に努めます。 

 

モニタリングの実施 
 瀬戸市では、(仮称)せと LCA 学園の教育内容や経営組織、運営、施

設･設備の状況について、毎年度、評価基準に沿って評価し、評価結果

を公表します。 

 評価にあたっては、国際未来教育特区学校審議会(案)において、適正

かつ公正に、専門的な見地から審議し、評価基準を策定するとともに、

それに従って評価を行います。 

 

セーフティネットを担う体制整備 
 瀬戸市は、LCA 国際学園グループによる(仮称)せと LCA 学園の設

置を認可した後は、選任の担当者の配置など、生徒数の推移をはじめと

する指標に基づいて、学園の経営状況の把握が可能となるよう体制の整

備に努めます。 

 また、万一の場合においては､専門の窓口を設け､他校への転入学希望

を聴取し､転入学の可能性に関する情報収集や指導、体制整備により在

学する者の適切な就学の維持が行えるよう、常時、市立小中学校や愛知

県の担当部署とも連携を図っていきます。 

 

学校経営にかかる情報の開示 
 瀬戸市は、学園に対して、貸借対照表･損益計算書･業務報告書などを

備え付け、入学希望者をはじめとする関係者からの請求に基づいて、適

切に閲覧又は謄写に応じることを義務付けます。 

 また、学園における日常的な学校活動を始めとする学校運営の様子に

ついて、児童･生徒の安全対策を講じた上で､積極的に受入れて、地域に

開かれた運営を目指すものとするほか、ホームページ等を通して活動に

関する情報を公開するように求めていきます。 

経営状況のモニタリング 

セーフティネットと情報開示 

効果的な取組みとして位置づけ 

 瀬戸市まち･ひと･しごと創生総合戦略では、「しごと」「にぎわい」「く

らし」「ひと」「じりつ」の５つの基本目標を掲げ、次世代に向けたイノ

ベーションを誘う“未来への投資”によって、持続可能な都市の実現を

目指しています。 

 グローバル社会に対応した人財
・

育成として、先進的な外国語教育の実

施などに取り組むことを掲げていることから、LCA 国際学園グループ

(仮称)せと LCA 学園は、瀬戸市の教育政策と連携して、成果を上げる

ことが期待されます。 

瀬戸市まち･ひと･しごと創生総合戦略 

 第 6 次瀬戸市総合計画では、瀬戸市人口ビジョンに掲げた将来人口へと近づ

けるため、地域経済の活性化や雇用の創出による財政基盤の確保を図り、若者

世代･子育て世代の定住や市民による支え合いの支援につながる施策を展開し

ていくこととしています。 

 特に、達成すべき都市像の一つの姿として、魅力ある瀬戸市の教育を展開し、

子ども達を、様々な人たちとつながりを持ち、伝統や文化、自然環境に囲まれて

育てる、将来を見据えた教育の実施に取り組むことを掲げており、LCA 国際学

園グループ(仮称)せと LCA 学園での教育カリキュラムは、方向性を同じくする

ものといえます。 

第 6 次瀬戸市総合計画・瀬戸市人口ビジョン 

まちづくり全体との整合性確保 利用者(保護者･児童･生徒)の安心の確保 

 市長 

審議会 学園 

連携 

連携 

評価 

評価 

設置 
 ・諮問 

監督 

公表 
公開 

県 

市 民 
保護者 

など 
学園 

市 

※「ＬＣＡ国際学園グループ(仮称)せとＬＣＡ学園」の表記は構造改革特別区域認定申請時点のものであり、現在、「LCAグループ 瀬戸ＳＯＬＡＮ小学校」の名称で開校が計画されています。 

答申 

市 
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